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研究成果の概要（和文）：日本の文化や風習に適したアドバンス・ケア・プランニングの定義と行動指針に関す
る修正デルファイ法を用いたコンセンサス研究を行った。日本において、アドンバス・ケア・プランニングに関
する研究や臨床実践において第一線で活躍する56名の専門家（医師、看護師、ケアマネージャー、社会福祉士、
臨床心理士、ヘルスケアリサーチ研究者、法律専門家、宗教家）を招集し、二回の無記名適切性調査を含む7ラ
ウンドを行い、定義と行動指針を策定し日本語及び英語版を作成した。研究論文としてJournal of Pain and 
Management Symptomに受理された。さらに研究実績を公開するためのホームページを作成した。

研究成果の概要（英文）：We conducted a consensus study using a modified Delphi method on definitions
 and action guidelines for advance care planning adapted o Japanese culture and customs. We convened
 56 ACP experts (physicians, nurses, care managers, social workers, clinical psychologists, health 
care researchers, legal experts, and religious leaders) in Japan, and conducted seven rounds, 
including two anonymous appropriateness surveys. The definition and action guidelines were developed
 and published in Japanese and English. The research paper was accepted for publication in the 
Journal of Pain and Management Symptom. In addition, a website was created to publicize research 
results.

研究分野：アドバンス・ケア・プランニング、高齢者医療における意思決定支援

キーワード： アドバンス・ケア・プランニング

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
専門家の多くが、家族中心主義的な日本の社会で本人の意思が尊重される工夫を取り入れた定義及び行動指針に
賛同した。家族の意思によって本人の意思がないがしろにされないように、本人の価値観が最大限尊重される定
義が策定された。自分の意見を表出したがらない高齢者や認知機能の低下で意思決定能力が低下しつつある患者
であってもできる限り本人の意思を尊重した意思決定が行えるように、家族や医療ケア提供者が自律的な意思決
定を励まし支援する仕組みを取り入れた。日本だけでなく、家族中心主義的な文化のある社会においてアドバン
ス・ケア・プランニングが浸透していくきっかけになると考えられ、学術的社会的な意義があると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 「人生の最終段階における治療方針に関する話し合い（Advance Care Planning, ACP）」は、患
者が将来重篤な疾病や外傷により意思決定能力が低下した場合に備えて、自身の将来の診療方
針についてあらかじめ家族やかかりつけ医と話し合うプロセスである。ACP 実践によって人生の
最終段階にある患者や家族のストレス軽減と満足度向上及び医療費の削減が報告された。高齢
化社会が急速に進行する日本でも ACP の重要性は高まっており、2014 年の調査で 69％の一般国
民が ACP 実践に賛成しているが、実際の ACP 実践に関して口頭での実践は 42％、文書での実践
は 3％前後にとどまっていると報告されており、人生の最終段階における医療の質向上のために
は、日本の ACP 実践割合をさらに増加させる必要がある。 

ACP 実践はもともと患者の自律性尊重の理念に基づいた健康行動として米国で発展した。一方
で日本を含めた東アジア文化圏の社会においては家族中心の意思決定が行われることが多い 6が、
そのような文化の中での ACP 実践に、家族や社会的ネットワークがどのように関わっているか
に関する分析はほとんど行われていなかった。私たちは 2015 年度より日本の高齢者による ACP
実践の促進・阻害要因に関する量的研究や、日本の高齢者が ACP 実践に至るプロセスを解明する
質的研究を行った。さらに現在、ACP 実践を開始する最適な時期に関する国際共同研究を行って
おり、日本の非終末期高齢者が ACP 実践を行うプロセスを家族関係や社会的ネットワークの観
点から明らかにしつつあった。 
２．研究の目的 
 そのような背景の中で、「非終末期高齢者における ACP 実践は、来るべき人生の最終段階への
準備というだけにとどまらず、人生の最終段階を考えることによって現在の生活の質をも向上
させ、精神的に豊かな生活を送るうえで重要な役割を果たすのではないか」という問いを本研究
の核心をなす学術的な問いとして、非終末期高齢者に対する ACP 実践の有用性を裏付けるため
の研究をすすめてきた。日本の文化や社会的側面を考慮に入れた日本版アドバンス・ケア・プラ
ンニングの定義と行動指針を策定し、それをもとに ACP 実践を行うことで、参加者及びその家族
の精神的健康が向上することを検証することを研究の目的とした。 
３．研究の方法 
 「日本の非終末期高齢者に対する ACP 実践促進プログラム開発」として、非終末期高齢者を中
心に、日本の文化や風習に適したアドバンス・ケア・プランニングの定義と行動指針に関する修
正デルファイ法を用いたコンセンサス研究を行った。日本において、アドンバス・ケア・プラン
ニングに関する研究や臨床実践において第一線で活躍する 56 名の専門家（医師、看護師、ケア
マネージャー、社会福祉士、臨床心理士、ヘルスケアリサーチ研究者、法律専門家、宗教家）を
招集し、二回の無記名適切性調査を含む 7ラウンドを行い、日本版アドバンス・ケア・プランニ
ングの定義と行動指針を策定した。第一ラウンドでは、先行研究のレビューと 13 名のコアメン
バーに対するインタビュー調査を行い、原案を作成した。第二ラウンドは 56 名の専門家による
ウェブ上での無記名適切性調査を行った。第 3ラウンドでは、第二ラウンドの結果をコアメンバ
ーでディスカッションするテレビカンファレンスを行った。第 4 ラウンドでは二度目のの無記
名適切性調査を行った。第 5ラウンドでは、第 4ラウンドの結果をコアメンバーでテレビカンフ
ァレンスを用いてディスカッションした。第 6ラウンドには、患者及び患者家族に第 1～第 5ラ
ウンドで作成した結果を提示し、患者及び患者家族の視点でディスカッションを行った。第 7ラ
ウンドでは、最終のメールによるコアメンバーディスカッションを行った。 

４．研究成果 

最終的にコンセンサスが得られたのは、定義、内容、対象者そして行動指針に関する 11 項目
であった。 
（１）日本版アドバンス・ケア・プランニングの定義 

 定義の一段落目は、日本版アドバンス・ケア・プランニングの基本的骨格を示した本人と家族
との話し合いに、医療・ケアチームが積極的に関わり話し合いをサポートすることを重視し、本



人が、将来の心づもり（現在の健康状態や今後の生き方や今後受けたい医療やケアについて考え
たこと）を家族等（家族や家族に相当する近しい人）との間で話し合うことが ACP プロセスの中
心となり、その話し合いに医療・ケアチーム等（本人の医療やケアを担当している医療、介護、
福祉関係者）が積極的に参加し支援を行うという形を基本の骨格とした（図３）。 
 定義の二段落目は、自分の意見を表出することに躊躇する高齢者や、認知症で意思決定が困難
になりつつある人、また社会的に孤立していて ACP を行うことが困難な人といった ACP のプロ
セスから除かれてしまう可能性のある人々も ACP が行えるような仕組みを提示した。根幹には、
Relational Autonomy の考え方がある。Relational Autonomy は未だ多義的な概念ではあるが、
社会的な関係性の中で周囲の励ましや支援によって自律的な意思決定が成されるという概念を
用いて、家族等や医療・ケアチーム等が本人の自律的な意思決定に対する励ましや支援を積極的
に行うべきであるという内容を明記した。 
定義の第三段落では、本人が意思決定ができなくなったときに、本人の価値観を尊重し、本人
の意思を反映させた医療・ケアを実現することが ACP の目的である事を明確化した。 
（２）日本版アドンバンス・ケア・プランニングの具体的な内容 

 4 つの項目を明記することでコンセンサスが得られた。専門家間でおこなったディスカッショ
ンの焦点は、価値観や今後の人生の過ごし方を ACP の内容に含めるかどうか、さらには現在の医
療・ケア意思決定を ACP の内容に含めるかどうかという 2点であった。 
人生の価値観や今後の人生の過ごし方に関しては、ACP に含めるべきであり、人生の価値観を
土台に人生の最終段階における医療・ケアの選択を考えるべきだという意見が大多数であった。
また、現在の医療・ケアの意思決定に関しては、第 2ラウンドで、現在の医療・ケアの意思決定
まで ACP に含める事が適切かどうかの質問を行ったところ、含めた方がよいと回答した専門家
は 65％であった。人生の最終段階における医療・ケアの意思決定は、現在の医療・ケアの意思
決定と連続体でつながったものであり、現在の医療・ケアの意思決定も ACP に含めるべきだとい
う意見が多くみられた。日本版アドバンス・ケア・プランニングの内容として、まず、今後の人
生をどう生きたいか、何を大切に生きたいかについて考え、さらに現在の自身の健康状態と今後
の見通しについてしっかり理解した上で、現在から人生の最終段階に至るまでのして欲しい医
療・ケア、して欲しくない医療・ケアについて考えることが具体的な内容として明記された。 
 
（３）日本版アドバンス・ケア・プランニングの対象者 

 
心の準備ができている成人はすべて ACP の対象者である事に関しては高いコンセンサスが得
られた。日本の医療・ケア提供者は ACP に関わる事に対して消極的であるため、医療・ケアチー
ムがとまどいなく積極的に ACP に関わることを可能にするために、支援すべき対象者を具体的



に明示された。虚弱になりつつある高齢者、疾患を有する高齢者、慢性的に健康問題を抱える成
人、施設や在宅でのケアを受けている成人を ACP の支援を開始すべき対象者として明示した。一
方で、心の準備ができていない成人に対して ACP の話し合いを無理に押しつけることがないよ
うに、そのような成人に対する配慮に関する項目も付け加えた。 
 
（４）日本版アドバンス・ケア・プランニングの行動指針 



 
 
項目 4 から 11 では、一般の人と医療・ケアチームのそれぞれが、どのような行動をとればよ
いかを示した。項目 4、5、6は一般の人が、どのように将来の心づもりを考え、どのように周囲
にそれを伝え、さらに自分自身が意思表示できなくなったときに、代弁してもらいたい人（支援
者）をどのように決めるかについて、コンセンサスが得られた。項目 7、8 は医療・ケアチーム
の関わり方について示した項目である。周囲のサポートによって、本人の自律的な意思決定が促
されるという Relational Autonomy の概念のもと、医療・ケアチームの関わり方について具体的
な状況ごとに小項目を設定して明記された。項目 9、10、11 は一般の人、医療・ケアチームに共
通する行動指針である。項目 9では、継続的に話し合いを行い、病状の変化にあわせてより詳細
な内容まで話し合うことを明記した。また、意思決定が困難になりつつある状況でもその時点で
の本人の意思をくみとる努力を続けることが重要であることを示した。項目 10 は、特殊な項目
である。これまで将来の心づもりについての話し合いが行われずに意思決定能力が失われてし
まう状況で家族等と医療・ケアチームが意思決定について話し合いを行わなければならない場
面での意思決定とその支援について記載された。このような意思決定とその支援は ACP のプロ
セスには含まれないものの、臨床現場でよく遭遇し、非常に重要かつ困難な意思決定支援である。
そのため行動指針の一部として明記することで専門家のコンセンサスが得られた。項目 11 は、
将来の心づもりの話し合いを記録することについての項目である。記録することとその意義、ま
たどのような場面で特に記録が必要なのかについて明記された。 
 
私たちは、日本版アドバンス・ケア・プランニングの定義と行動指針の策定を行った。日本の
ACP に関わる専門家の多くが、家族中心主義的な風潮のある日本の社会で本人の意思が尊重され
る工夫を取り入れた定義及び行動指針に賛同した。「意思決定を託す人」や「話し合いの記録」
に関しては専門家の意見が割れたが、家族の意思によって本人の意思がないがしろにされる可
能性のある事柄に対して非常に敏感になっていることがうかがわれた。また、家族に迷惑をかけ
たくないなどの理由で自分の意見を表出したがらない高齢者や認知機能の低下で意思決定能力
が低下しつつある患者であってもできる限り本人の意思を尊重した意思決定が行えるように、
家族や医療ケア提供者が自律的な意思決定を励まし支援する仕組みを取り入れ、コンセンサス
が得られた。 
日本エンドオブライフケア学会で研究結果を発表し、日本 EOL 学会雑誌に投稿した。また、緩
和ケア領域のトップジャーナルである Journal of Pain and Management Symptom に英文論文が
受理された。 
この日本版アドバンス・ケア・プランニングの策定により、日本だけでなく、家族中心主義的
な文化のある社会においてアドバンス・ケア・プランニングが浸透していくきっかけになる可能
性があると考えられ、この研究は社会的に意義の大きい研究であると考えられる。 
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